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7. 環境影響評価項目の選定 

7.1. 環境影響評価要因の抽出 

本事業に係るすべての行為のうち、環境への影響が想定される行為（以下、「環境影響

要因」という。）を「工事による影響」、「存在による影響」、「供用による影響」に分けて

抽出した結果は、表 7.1－1 に示すとおりである。 

 

表 7.1－1 環境影響要因 

項  目 内     容 

資材等の運搬 事業の実施に伴い、事業予定地周辺地域において（事業

予定地は含まない）資材等の運搬の工事車両の走行が想

定されるため、環境影響要因として選定した。 

重機の稼働 事業の実施に伴い、事業予定地において工事中の重機の

稼働（資材等の運搬を含む）が想定されるため、環境影

響要因として選定した。 

切土・盛土・掘削

等 

事業の実施に伴い、事業予定地において切土、盛土、掘

削が想定されるため、環境影響要因として選定した。 

建築物等の建築 大規模な建築物等の建築は想定していないが、仮設調整

池や地下埋設物（雨水排水施設等）の設置が想定される

ため、環境影響要因として選定した。 

工事による影響 

工事に伴う排水 造成工事中の降雨時において、濁水の排水が想定される

ため、環境影響要因として選定した。 

改変後の地形 事業の実施に伴い、事業予定地において地形及び農業用

排水路の改変が想定されるため、環境影響要因として選

定した。 

存在による影響 

工作物等の出現 事業の実施に伴い、大規模な工作物は想定されないもの

の、事業予定地には軟弱地盤の分布が想定されるため、

環境影響要因として選定した。 

施設の稼働 供用により、事業予定地には、新たに商業用地に立地す

る施設の稼働が想定されるため、環境影響要因として選

定した。 

人の居住・利用 供用により、事業予定地には、新たな人の居住・利用が

想定されることから、環境影響要因として選定した。 

供用による影響 

資材・製品・人等

の運搬、輸送 

供用により、事業予定地及び周辺地域では、資材・製品・

人等の運搬、輸送に係る交通量の増加が想定されること

から、環境影響要因として選定した。 
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7.2. 環境影響要素の抽出及び環境影響評価項目の選定 

環境影響評価項目の選定にあたっては、「仙台市環境影響評価技術指針」（平成 11 年仙

台市告示第 189 号）（以下、「技術指針」という。）で示されている環境影響要因と、その

環境影響要因によって影響を受けることが想定される要素（以下、「環境影響要素」とい

う。）の区分を踏まえ、本事業の内容、地域特性等を勘案して、本事業の実施と環境影響

要素との関係を整理し、本事業における環境影響評価の項目（以下、「評価項目」という。）

を選定した。 

抽出した選定項目は表 7.2－1、選定項目として選定した理由及び選定しなかった理由

は表 7.2－2(1)～(3)及び表 7.2－3(1)～(2)に示すとおりである。 

なお、環境保全措置等の実施により、影響が軽微である等の理由から調査、予測及び

評価を簡易的に行う項目については「簡略化項目」、影響が軽微である等の理由から調査、

予測及び評価は行わず、環境配慮によって対応する項目については「配慮項目」として

整理した。 
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表 7.2－1 環境影響評価項目 

資
材
等
の
運
搬

重
機
の
稼
働

切
土
・
盛
土
・
発

破
・
掘
削
等

建
築
物
等
の
建
築

工
事
に
伴
う
排
水

そ
の
他

改
変
後
の
地
形

樹
木
伐
採
後
の
状
態

改
変
後
の
河
川

・
湖
沼

工
作
物
等
の
出
現

そ
の
他

自
動
車
鉄
道
等
の

走
行

施
設
の
稼
働

人
の
居
住
・
利
用

有
害
物
質
の
使
用

農
薬
肥
料
の
使
用

資
材
・
製
品
・
人
等

の
運
搬
・
輸
送

そ
の
他

大 大気質 二酸化窒素 ○ ○ ○

気 二酸化硫黄

環 浮遊粒子状物質 ○ ○ ○

境 粉じん ○ ○

有害物質

その他

騒音 騒音 ○ ○ ○

振動 振動 ○ ○ ○

低周波音 低周波音

悪臭 悪臭

その他

水 水質 水の汚れ

環 水の濁り ○ ○

境 富栄養化

溶存酸素

有害物質

水温

その他

底質 底質

地下水汚染 地下水汚染

水象 水源

河川流・湖沼 ※

地下水・湧水 ※ ※ ※

海域

水辺環境

その他

土 地形･地質 現況地形 ○

壌 注目すべき地形

環 土地の安定性 ○

境 地盤沈下 地盤沈下(軟弱地盤上の盛土等） ○ ○ ○

地盤沈下(地下水位の低下） ※ ※ ※

土壌汚染 土壌汚染 ※

その他

そ 電波障害 電波障害

の 日照阻害 日照阻害

他 風害 風害

その他

植物相及び注目すべき種 ○ ○

植生及び注目すべき群落 ○ ○

樹木・樹林等

森林等の環境保全機能（水田） ※

動物相及び注目すべき種 ○ ○ ○ ○

注目すべき生息地 ○ ○ ○ ○

地域を特徴づける生態系 ○ ○ ○ ○

自然的景観資源 ○

文化的景観資源 ○

眺望 ○

自然との触れ合いの場

指定文化財等

廃棄物 ○ ○ ○

残土

水利用

その他

二酸化炭素 ※ ※ ※

その他の温室効果ガス

オゾン層破壊物質

熱帯材使用 ※

その他

注）○：選定項目、◎：重点化項目、△簡略化項目、※：配慮項目

資材等の運搬には、盛土材の土砂の運搬も含む

景観

生態系

植物

動物

温室効果ガス等

廃棄物等

文化財

自然との触れ合いの場

工事による影響 存在による影響 供用による影響

環境影響要素の区分　　 　　　　　環境影響要因の区分
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表 7.2－2(1) 環境影響評価項目に選定する理由 

環境影響要素 環境影響要因 選定する理由 

工事による 

影響 

事業予定地周辺には、住宅や学校等が存在する。これらの保全対象

について、工事中の資材等の運搬に用いる車両の走行並びに建設機

械の稼働に伴う排出ガスによる影響が考えられることから、選定項

目とする。 
二酸化窒素 

供用による 

影響 

事業予定地周辺には、住宅や学校等が存在する。これらの保全対象

について、供用後の資材、製品、人等の運搬・輸送に用いる車両の

走行に伴う排出ガスによる影響が考えられることから、選定項目と

する。 

工事による 

影響 

事業予定地周辺には、住宅や学校等が存在する。これらの保全対象

について、工事中の資材等の運搬に用いる車両の走行並びに建設機

械の稼働に伴う排出ガスによる影響が考えられることから、選定項

目とする。 浮遊粒子状 

物質 

供用による 

影響 

事業予定地周辺には、住宅や学校等が存在する。これらの保全対象

について、供用後の資材、製品、人等の運搬・輸送に用いる車両の

走行に伴う排出ガスによる影響が考えられることから、選定項目と

する。 

大気質 

粉じん 
工事による 

影響 

事業予定地周辺には、住宅や学校等が存在する。これらの保全対象

について、工事中の資材等の運搬に用いる車両の走行、建設機械の

稼働並びに切土・盛土・掘削等に伴う粉じんの影響が考えられるこ

とから、選定項目とする。 

工事による 

影響 

事業予定地周辺には、住宅や学校等が存在する。これらの保全対象

について、工事中の資材等の運搬に用いる車両の走行並びに建設機

械の稼働に伴う騒音の影響が考えられることから、選定項目とする。
騒音 騒音 

供用による 

影響 

事業予定地周辺には、住宅や学校等が存在する。これらの保全対象

について、供用後の資材、製品、人等の運搬・輸送に用いる車両の

走行に伴う騒音の影響が考えられることから、選定項目とする。 

工事による 

影響 

事業予定地周辺には、住宅や学校等が存在する。これらの保全対象

について、工事中の資材等の運搬に用いる車両の走行並びに建設機

械の稼働に伴う振動の影響が考えられることから、選定項目とする。
振動 振動 

供用による 

影響 

事業予定地周辺には、住宅や学校等が存在する。これらの保全対象

について、供用後の資材、製品、人等の運搬・輸送に用いる車両の

走行に伴う振動の影響が考えられることから、選定項目とする。 

水質 水の濁り 
工事による 

影響 

工事中の切土・盛土・掘削等による裸地の発生に伴い、霞目雨水幹

線への降雨による濁水の影響が考えられることから、選定項目とす

る。 

河川流・湖沼 
存在による 

影響 

工事完了後の土地の形状の変更に伴い、事業予定地からの雨水流出

量に変化が想定される。雨水は、事業予定地内に一時的に整備する

仮設調整池で洪水調整後、下水道施設である霞目雨水幹線の流下能

力に見合った水量以下を排水する。そのため、下流域への影響は少

ないと考えられることから、配慮項目として選定する。 
水象 

地下水・湧水 
工事による 

影響 

仮設調整池工事に伴う掘削により、地下水位への影響が想定される。

掘削の程度は僅かであるため、事業予定地内の局部的な変化の程度

と考えられることから、配慮項目として選定する。 

現況地形 
存在による 

影響 

工事完了後の土地の形状の変更に伴う現況地形の改変等が考えられ

ることから、選定項目とする。 

地形・ 

地質 
土地の安定性 

工事による 

影響 

周辺地域の地形は平坦であり、土地の形状の変更、水象の変化等に

伴い崩壊の可能性がある斜面等は存在しないため、影響はないもの

と考えられるが、地質調査によって液状化現象が想定されるため、

選定項目とする。 
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表 7.2－2(2) 環境影響評価項目に選定する理由 

環境影響要素 環境影響要因 選定する理由 

工事による 

影響 

事業予定地は、軟弱な粘土層の分布が想定され、工事中の盛土によ

り、地盤の圧密沈下による影響が考えられることから、選定項目と

する。 
地盤沈下 

(軟弱地盤上 

の盛土等） 存在による 

影響 

事業予定地は、軟弱な粘土層の分布が想定され、工事完了後におい

て、建築物、構造物（調整池）の存在により、地盤の圧密沈下によ

る影響が考えられることから、選定項目とする。 

地盤 

沈下 

地盤沈下 

（地下水位 

の低下） 

工事による 

影響 

仮設調整池工事に伴う掘削により、地下水位への影響が想定される。

掘削の程度は僅かであるため、事業予定地内の局部的な変化の程度

と考えられることから、配慮項目として選定する。 

土壌 

汚染 
土壌汚染 

工事による 

影響 

事業による有害物質等の水域等への排出、使用、保管はない。また、

現時点では土壌汚染は確認されていないが、本事業を実施するにあ

たっては事前に土地利用履歴等の調査を行った上で土壌汚染対策法

に基づいた適切な対応をすることから、配慮項目として選定する。

工事による 

影響 

事業予定地には、水田や水路の生育環境に依存する植物種が生育し

ていると想定される。これらの保全対象について、工事中の切土・

盛土・掘削等に伴う生育環境の変化等の影響が考えられることから、

選定項目とする。 植物相及び 

注目すべき種 

存在による 

影響 

事業予定地には、水田や水路の生育環境に依存する植物種が生育し

ていると想定される。これらの保全対象について、工事完了後の土

地の形状の変更に伴う生育環境の変化等の影響が考えられることか

ら、選定項目とする。 

工事による 

影響 

事業予定地における植生は、水田雑草群落を中心とした植生と想定

される。これらの植生に対し、工事中の切土・盛土・掘削等に伴う

生育環境の変化等の影響が考えられることから、選定項目とする。植生及び注目

すべき群落 
存在による 

影響 

事業予定地における植生は、水田雑草群落を中心とした植生と想定

される。これらの植生に対し、工事完了後の土地の形状の変更に伴

う生育環境の変化等の影響が考えられることから、選定項目とする。

植物 

森林等の環境 

保全機能（水

田） 

存在による 

影響 

事業予定地には水田が存在し、工事完了後の土地の形状の変更に伴

い、地下水かん養機能や洪水防止機能への影響が想定されるが、こ

れらの予測が困難であるため､配慮項目として選定する。 

工事による 

影響 

事業予定地には、水田や水路などの生息環境に依存する動物種が

生息していると想定される。これらの保全対象について、工事中

の資材等の運搬に用いる車両の走行、建設機械の稼働並びに切

土・盛土・掘削等に伴う動物相の変化等の影響が考えられること

から、選定項目とする。 
動物相及び 

注目すべき種 

存在による 

影響 

事業予定地には、水田や水路などの生息環境を依存する動物種が

生息していると想定される。これらの保全対象について、工事完

了後の土地の形状の変更に伴う生息環境の変化等の影響が考えら

れることから、選定項目とする。 

工事による 

影響 

事業予定地には、水田や水路などの生息環境に依存する動物種が

生息していると想定される。これらの動物種の生息地について、

工事中の資材等の運搬に用いる車両の走行、建設機械の稼働並び

に切土・盛土・掘削等に伴う生息環境の変化等の影響が考えられ

ることから、選定項目とする。 

動物 

注目すべき 

生息地 

存在による 

影響 

事業予定地には、水田や水路などの生息環境に依存する動物種が

生息していると想定される。これらの動物種の生息地について、

工事完了後の土地の形状の変更に伴う生息環境の変化等の影響が

考えられることから、選定項目とする。 
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表 7.2－2(3) 環境影響評価項目に選定する理由 

環境影響要素 環境影響要因 選定する理由 

工事による 

影響 

事業予定地には、水田を中心とした生態系が形成されていると想

定される。これらの水田における生態系について、工事中の資材

等の運搬に用いる車両の走行、建設機械の稼働並びに切土・盛

土・掘削等に伴う生息・生育環境の変化等の影響が考えられるこ

とから、選定項目とする。 生態系 
地域を特徴づ

ける生態系 

存在による 

影響 

事業予定地には、水田を中心とした生態系が形成されていると想

定される。これらの水田及び畑地における生態系について、工事

完了後の土地の形状の変更に伴う生息・生育環境の変化等の影響

が考えられることから、選定項目とする。 

自然的 

景観資源 

存在による 

影響 

工事完了後の土地の形状の変更に伴い、事業予定地周辺の景観資

源に変化が生じると考えられることから、選定項目とする。 

文化的 

景観資源 

存在による 

影響 

工事完了後の土地の形状の変更に伴い、事業予定地周辺の景観資

源に変化が生じると考えられることから、選定項目とする。 
景観 

眺望 
存在による 

影響 

工事完了後の土地の形状の変更に伴い、事業予定地周辺からの眺

望景観に変化が生じると考えられることから、選定項目とする。

工事による 

影響 

既存建築物等の撤去に伴う廃棄物の発生による影響が考えられ

ることから、選定項目とする。 廃棄物 

等 
廃棄物 

供用による 

影響 

人の居住・利用に伴う廃棄物の発生による影響が考えられること

から、選定項目とする。 

二酸化炭素 
供用による 

影響 

人の居住、施設の稼働等に伴うエネルギー使用により、二酸化炭

素の発生が想定されるが、東日本大震災の復旧等の関係から、土

地利用計画については、流動的である。一方、本事業では、基盤

整備に合わせて街路灯などの施設整備を行うとともに、人の居住

や施設の稼働等に伴う環境への負荷低減を図るため、自然エネル

ギーの導入・利用等に対する環境配慮計画を検討、推進していく

ことから、配慮項目として選定する。 

温室 

効果 

ガス等 

熱帯材使用 
工事による 

影響 

工事中には、コンクリート構造物の建築に伴う型枠使用が想定さ

れるものの、熱帯材由来の型枠の使用を制限する等の配慮を実施

するため、影響は軽微と考えられることから、配慮項目として選

定する。 
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表 7.2－3(1) 環境影響評価項目に選定しない理由 

環境影響要素 選定しない理由 

二酸化硫黄 

二酸化硫黄を排出する建設機械等の稼働にあたっては、法令等に準拠し硫黄分

の少ない燃料を用いるほか、効率的な施工計画を検討・実施することにより、

排出量は低減できると考えられることから、選定しないものとした。 大気質 

有害物質 
有害物質を排出する施設の稼働並びに工事中または供用時における有害物質

の使用、保管、処分等は想定されないことから、選定しないものとした。 

低周波音 低周波音 

工事による低周波音の発生、供用後の自動車の走行、施設の稼働による影響は

極めて小さく、ほとんど影響がないものと考えられることから、選定しないも

のとした。 

悪臭 悪臭 

工事中の簡易トイレや重機の廃油等などは、適切に管理・処理することで、工

事による悪臭の発生は極めて小さなものと想定される。また、供用後に悪臭を

発生するような施設の稼働は想定されず、ほとんど影響がないものと考えられ

ることから、選定しないものとした。 

水の汚れ 

工事中の雑排水やトイレ排水は、公共下水道に接続する計画である。また、事

業予定地の汚水は、分流式による管路を道路敷内に敷設し、北側地区界付近に

埋設されている公共下水道に接続する。したがって、水の汚れについては、工

事中も供用後も公共下水道に排水され、ほとんど影響がないものと考えられる

ことから、選定しないものとした。 

富栄養化 

供用後に、施設の稼働、土地及び施設の利用等に伴う排水が閉鎖性水域等に排

水されず、ほとんど影響がないものと考えられることから、選定しないものと

した。 

溶存酸素 
供用後は、汚水排水は、供用後公共下水道へ接続されることから、ほとんど影

響がないものと考えられることから、選定しないものとした。 

有害物質 
有害物質を排出する施設の稼働並びに工事中または供用時における有害物質

の使用、保管、処分等は想定されないことから、選定しないものとした。 

水質 

水温 

水温に大幅な変化を及ぼすような大規模な排水、取水施設の稼働は想定されな

いことから、ほとんど影響はないものと考えられることから、選定しないもの

とした。 

底質 底質 

河川等の造成又は浚渫、埋立は想定されない。また、事業予定地の土壌等を河

川に排出することがないことから、ほとんど影響はないものと考えられ、選定

しないものとした。 

地下水汚染 地下水汚染 

地下水汚染に影響のあるような工事、薬剤等を用いる地盤改良工事または供用

時において有害物質の使用、保管、処分等は想定されないことから、選定しな

いものとした。 

水源 

周辺地域における水源水量や水質等の変化に影響を及ぼすような水道水源域

の土地の改変、工作物の存在、工事、施設の稼働等は想定されないことから、

選定しないものとした。 

海域 
事業予定地の周辺に海域は存在せず、流入河川の流量の変化を起こすような排

水、取水施設等の稼働は想定されないことから、選定しないものとした。 
水象 

水辺環境 

工事中及び供用後、事業予定地からの排水は霞目雨水幹線に入り、仙台堀等事

業予定地の東側地域に対する影響はほとんど想定されない。また、事業予定地

から流出する雨水は事業予定地内に一時的に整備する仮設調整池で洪水調整

後、下水道施設である霞目雨水幹線の流下能力に見合った水量以下を排水する

ため、下流域への影響は少ないものと考えられることから、選定しないものと

した。 

地形・地質 注目すべき地形 
確認された注目すべき地形・地質は相当程度の距離にあり、ほとんど影響はな

いものと考えられることから、選定しないものとした。 
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表 7.2－3(2) 環境影響評価項目に選定しない理由 

環境影響要素 選定しない理由 

電波障害 電波障害 
事業予定地は低層住宅地用地及び沿道業務用地として指定される予定で

あり、高層階建築物の出現はないことから、選定しないものとした。 

日照阻害 日照阻害 
事業予定地は低層住宅地用地及び沿道業務用地として指定される予定で

あり、高層階建築物の出現はないことから、選定しないものとした。 

風害 風害 
事業予定地は低層住宅地用地及び沿道業務用地として指定される予定で

あり、高層階建築物の出現はないことから、選定しないものとした。 

植物 樹木･樹林等 

事業予定地周辺には、保存樹木である七郷の大桑がみられるが、この近傍

を工事中の資材等の運搬に用いる車両の走行経路としないため、ほとんど影

響はないものと考えられることから、選定しないものとした。 

自然との 

触れ合い 

の場 

自然との 

触れ合いの場 

事業予定地に最も近い自然との触れ合いの場として仙台市農業園芸センター

や大沼が存在するが、これらの施設の近傍を工事中の資材等の運搬に用いる

車両の走行経路としないため、ほとんど影響はないものと考えられることか

ら、選定しないものとした。 

文化財 指定文化財等 

事業予定地には、指定文化財は存在しないとともに、近接する 2 箇所の

埋蔵文化財包蔵地についても直接の地形改変を行わない。また、七郷神

社については、工事中の資材等の運搬に用いる車両の走行経路沿いにな

いことなどから、工事による影響や供用による影響は想定されないため、

選定しないものとした。 

残土 
本事業により残土の発生は想定されないことから、選定しないものとし

た。 
廃棄物等 

水利用 
大量の水利用が想定される工事及び施設の稼働は想定されないことか

ら、選定しないものとした。 

その他の 

温室効果ガス 

メタン、亜酸化窒素、代替フロン等の発生が想定される工事及び施設の

稼働は想定されないことから、選定しないものとした。 温室効果 

ガス等 オゾン層 

破壊物質 

フロン等のオゾン層破壊物質を使用する工事及び施設の稼働は想定され

ないことから、選定しないものとした。 

 


